
ドイツ連邦財政裁判所による金融取引移転価格

に関する判決 

ドイツ連邦財政裁判所（Bundesfinanzhof：以下、「BFH」）は2021年10月21日、グループ

内金融取引に関するミュンスター財政裁判所の判決（以下、「FGミュンスター」）を覆した

2021年5月18日の判決内容を公開しました。 

また、2021年10月28日には、グループ内金融取引に関するケルン財政裁判所の判決（以

下、「FGケルン」）を覆した2021年5月18日の判決内容を公開しました。 

本稿ではこれらの判決の概要に加えて、これらが今後の実務に与える影響について解説し

ます。 

FGミュンスター 

背景 

オランダの金融会社（以下、「金融子会社」）は、ドイツに拠点を置くグループ会社（以下、

「事業会社」）に対して1997年から継続して関連者間ローン（無担保）を実行してきました。

当該ローンの金利は4.375％～6.450％に設定されていました。なお、金融子会社は当該

ローンを実行するために、資本市場から資金調達するとともに自らの資本（貸借対照表の

約3分の1）を使用していました。なお、金融子会社の銀行調達金利は2.6％～4.1％でし

た。
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関連者間ローンの金利を決定するために、納税者は外部CUP法を適用しました。外部

CUP法の適用にあたっては、Standard & Poor’sの格付算出ツールを用いて事業会社の格

付を「BB」と判断した上で金利を決定し、移転価格文書を作成しました。 

影響と関連性 

BFHの判決は、さまざまな理由から非常にポジティブに捉えることができます。 

● CUP法により独立企業間金利を決定する方法は国際的に一般的であり、ドイツに

おいても長年にわたって一般的とされている慣行でした。ドイツ税務調査官はCUP

法の適用についてしばしば疑義を呈し、貸手の資金調達コストに着目する傾向にあ

りましたが、今回の判決により、貸手の調達コストや資本ではなく、借手の信用力の

みが重要であることが確認されました。

● さらにBFHは、借手のスタンドアロン格付のみが重要であり、グループの平均的な

信用力は重要ではないと明確に述べています。ドイツ税務当局は税務調査の際に

グループ格付を参照し、グループ全体に適用される外部からのリファイナンスコスト

に基づいて金利を決定する傾向にあるため、BFHの見解は、実務上極めて重要で

す。また、スタンドアロン格付を重視するBFHの姿勢は、OECD移転価格ガイドライ

ンに沿っています。同時に、OECDも提唱しているように、スタンドアロン格付に加え

て、企業グループに所属していることから生じる暗黙の支援や、第三者が評価する

際に金利に織り込まれるであろう検討項目についても、独立企業間金利の決定に

あたって考慮されるべきであるという見解にも同意しています。

● またBFHは、貸手の実体に一定の要件を課すリスクコントロールに関するOECDの

新しい概念についても、概ね受け入れているように見えます。しかし、BFHは本件金

融子会社の実体に関する問題は、金融子会社において、あるいは金融子会社の親

会社が当該金融子会社を支援または保証する関係において明らかにされるべきで

あり、いかなる場合であっても、借手側において議論されるものではないと明確に述

べています。また、実体のない貸手からの貸付に係る金利をリスクフリーレートに限

定している2021年移転価格通達パラグラフ3.92は誤った観点から議論を展開して

いるとして、FGミュンスターの判決と明らかに矛盾しているため採用すべきではない

と断じています。

FGケルン 

背景 

ドイツにて事業を展開しているA社は、買収資金を調達するために下図のとおり、複数のロ

ーンを通じて資金調達しました。 
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● 平均金利4.78％／年の銀行ローン（2種類のトランシェから構成）。有担保、シニア、

満期5年。

● 金利10％／年のベンダーローン。無担保、劣後、満期6年。

● B社からの株主ローン。金利8％／年、無担保、劣後、満期9～10年。

納税者は、株主ローンの金利が独立企業原則に則っていることを示すため、比較対象取引

として債券を用いた外部CUP法に基づく移転価格文書を作成しました。 

影響と関連性 

● IR 4/17の判決事例（FGミュンスター）と合わせて、FGケルンにおいてもBFHは関連

者間ローンの金利計算に関してCUP法の適用を示し、関連者間ローンにおける移

転価格算定方法について今後の方向性を示しています。

● BFHが示したこの方向性は、納税者が独立企業原則に則った金利を決定するため

の重要なガイダンスとなります。

● 強調すべき点は、納税者は契約上の取り決めにおいてローンが税務上も負債とし

て認識されることを事前に確認しなければならないということです。そのため、契約

上、融資条件に関する明確な規定が必須であり、ローン実行期間中も当該融資条

件が遵守されなければなりません。

● そして、独立企業間金利を決定する際には、当該融資条件も金利に反映されてい

なければなりません。

● これは、移転価格分析の文脈において、適切な差異の調整の必要性がより重要に

なることを意味しており、内部CUP法、外部CUP法のいずれにも該当します。
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FGケルンの詳細は、英語のNewsflashまたはドイツ語のNewsflashをご参照ください。 
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